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会社分割（簡易吸収分割）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 28 年 1 月 1 日をもって当社のビジネスソリューション事業の一部であるＧＢ営業本部の事業

を、当社の完全子会社であるキヤノンシステムアンドサポート株式会社（以下、「キヤノンＳ＆Ｓ」といいま

す。）に承継させる会社分割（以下、「本会社分割」といいます。）を行うことを決定しましたので、お知らせ

いたします。 

なお、本会社分割は、完全子会社に当社の事業部門を承継させる簡易吸収分割であるため、開示事項・内容

を一部省略しています。 

 

 

１．会社分割の目的  

 当社ビジネスソリューション事業における中期経営計画の基本戦略として、販売改革／サービス改革／業務

改革を掲げており、販売改革の一つに、顧客層別直販体制の強化があります。特に、成長の見込める中堅市場

においては、当社グループの更なる連携・融合を進め、市場競争力を高めてシェア拡大を図ることを掲げてき

ました。 

ＧＢ営業本部の分社化は、当社で培ったノウハウをグループ会社に積極展開するとともに、戦略・戦術の一

本化による顧客対応力・販売力の更なる強化及びプロダクトとＩＴソリューションの融合による価値提供を顧

客に行うことにより、当社グループ全体として中堅市場攻略を可及的速やかに進めていく体制を整えることを

目的としています。 

 

２．会社分割の要旨 

（１）会社分割の日程 

吸収分割契約承認取締役会決議日 平成 27 年 11 月 18 日 

吸 収 分 割 契 約 締 結 日 平成 27 年 11 月 18 日 

吸 収 分 割 効 力 発 生 日 （ 予 定 ） 平成 28 年 1 月 1 日 

（注）本会社分割は、当社においては会社法第 784 条第 2 項に規定する簡易吸収分割であり、キヤノンＳ

＆Ｓにおいては会社法第 796 条第 1 項に規定する略式吸収分割であるため、両社ともに株主総会の承認

を得ることなく行います。 

 

（２）会社分割の方式 

当社を吸収分割会社とし、キヤノンＳ＆Ｓを吸収分割承継会社とする吸収分割です。 

 

（３）会社分割に係る割当ての内容 

   吸収分割承継会社であるキヤノンＳ＆Ｓは、当社の完全子会社であるため、対価の交付はいたしません。 
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（４）会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

（５）会社分割により増減する資本金 

   本会社分割による資本金の増減はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

   効力発生日における当社のＧＢ営業本部の事業に関する資産、負債、及びこれらに付随する権利義務の

うち、吸収分割契約において定めるものを承継します。なお、当社は、キヤノンＳ＆Ｓが承継する債務

を併存的に引き受けます。 

 

（７）債務履行の見込み 

   本会社分割において、キヤノンＳ＆Ｓが負担する債務については、履行の見込みに問題ないものと判断

しています。 

 

３．会社分割の当事会社の概要 

  吸収分割会社 吸収分割承継会社 

（1） 名 称 
キヤノンマーケティングジャパン

株式会社 

キヤノンシステムアンドサポート 

株式会社 

（2） 所 在 地 東京都港区港南二丁目 16 番 6 号 
東京都品川区東品川二丁目 2 番 4

号 

（3） 代 表 者 の役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 坂田 正弘 代表取締役社長 神野 明彦 

（4） 事 業 内 容 

ビジネス機器・コンスーマ機器・

産業機器・医療機器のマーケティ

ング並びに関連ソリューションの

提供 

ビジネス機器等の販売・保守サー

ビス、各種ソリューションの提供 

（5） 資 本 金 73,303 百万円 4,561 百万円 

（6） 設 立 年 月 日 昭和 43 年 2 月 1 日 昭和 55 年 5 月 1 日 

（7） 発 行 済 株 式 数 151,079,972 株 32,368,991 株 

（8） 決 算 期 12 月 31 日 12 月 31 日 

（9） 

大 株 主 及び 持 株 比 率 

（平成 27 年 6 月 30 日現

在） 

キヤノン株式会社 50.11% 

キヤノンマーケティングジャパン

グループ社員持株会 3.97% 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 1.18% 

キヤノンマーケティングジャパン

株式会社 100% 

（10） 直前事業年度の財務状態及び経営成績（平成 26 年 12 月期） 

 
 

キヤノンマーケティングジャパン

株式会社（連結）

キヤノンシステムアンドサポート

株式会社（単体）

 純 資 産 270,352 百万円 20,156 百万円

 総 資 産 479,747 百万円 45,291 百万円

 1 株当たり純資産 (円 ) 2,082.60 円 622.70 円

 売 上 高 659,432 百万円 116,657 百万円

 営 業 利 益 25,087 百万円 2,850 百万円

 経 常 利 益 26,553 百万円 3,130 百万円

 当 期 純 利 益 16,030 百万円 1,696 百万円

 1 株当たり当期純利益(円) 123.62 円 52.42 円
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４．分割する事業部門の概要 

（１）分割する部門の事業内容 

ＧＢ営業本部の事業 

 

（２）分割又は承継する部門の経営成績（平成 26 年 12 月期） 

売上高：12,097 百万円 

 

（３）分割又は承継する資産、負債の項目及び帳簿価格 

分割資産の額 

 ・固定資産：2 百万円 

（注）上記の金額は、平成 26 年 12 月 31 日現在の当社の金額をもとに算定したものであり、効力発生

日において変動する可能性があります。 

 

５．会社分割後の状況 

本会社分割による当社及びキヤノンＳ＆Ｓの名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、

決算期についての変更はありません。 

 

６．今後の見通し 

本会社分割による当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

 

 

以 上 
 


